
明らかな解決法が存在
しない課題を提示する

23.0 % (15.2%)

28.7% (16.1%)
36.8%

37.1 %

増加しているが、多くの項目で国際平均を下回る。

・OECD加盟国等55か国・地域が参加（初等教育は16か国・地域が参加）
・日本では2024年2月～3月に小学校約200校及び中学校約200校の校長、
教員に対して質問調査を実施

我が国の教員の現状と課題 – TALIS 2024結果より –

教員の仕事時間は改善しているが、参加国中で最も長い。

➢ 前回2018年調査と比べ、教員の仕事時間は大幅に改善。課外活動、事務業務の減少等により、小中学校ともに１週間当たり４
時間減少。ただし、日本の小中学校教員の１週間当たりの仕事時間は前回に引き続き参加国中で最長。

➢ 授業時間は国際平均よりも短い。また、授業準備・事務業務・課外活動が長いという特徴があるが、いずれも前回と比べて縮
減傾向。

教員の不足感が増加している。

ICT資源の不足感は大幅に改善し、ICT活用ができていると感じる教員の割合も改善されている。

主体的・対話的で深い学び、探究的な学習等の視点から授業ができていると感じている教員が

教職以外の経験がある教員は少なく、また、専門的学習への参加に時間が割けないと感じている。

＜教職以外の職を経験した教員＞【教員調査】 ＜専門的な学習への参加の障壁＞【教員調査】

＜指導実践実施度の自己評価＞【教員調査】＜学校における教育資源の不足感＞【校長調査】

＜学校における教育資源の不足感＞【校長調査】

＜常勤教員の1週間当たりの仕事時間＞【教員調査】

社会的評価を感じている教員が少ない。

＜教員の社会的評価等＞【教員調査】

教員の不足

合計

事務業務

支援職員の不足

ICT等の利用に
よる学習支援

ICT等が
不足又は
不適切

時間が割けない
教職以外を
経験している
教員の割合

教員は児童／
生徒に高く評価

されている

教員は保護者
に高く評価さ

れている

教員はメディア
に高く評価され
ている

日本（小学校）
小学校参加国平均(12か国・地域)

日本（中学校）
中学校OECD平均(27か国・地域)
（点線と括弧内の数値は前回2018年調査）

55.1h (59.1h) 

41.0h 

52.1h (56.1h)

40.4h

4.5h (5.4h)

5.2h (6.1h)

2.7h

3.0h

課外活動

授業

授業準備等

0.2h (0.6h)
1.3h

5.6h (8.1h)

1.7h

23.2h (23.5h)

24.9h
17.8h (18.5h)

22.7h

7.8h (8.8h)
7.4h
8.2h (8.9h)

7.4h

35.6 % (27.5%)

23.1 %

40.7 % (19.2 %)

28.7 %

47.1 % (46.5%)

30.7 %

66.3 % (60.4%)

40.9 %

48.0% (38.5%) 

67.5%

70.1 %

45.9% (35.0%) 

16.6%

22.7%

11.4% (34.8%) 

12.2% (31.9%) 

25.2% (25.8%)

26.5% (26.4%)

39.6% 

57.1% 

82.8%(71.1%)

85.6% (67.1%)

62.3% 

63.4% 

児童生徒を少人数
グループに分け、
合同の解決法を

出させる

55.6% (56.1%)

53.2 % (44.4%)
63.1 %

51.2 %

知識が役立つことを
示すため、日常生活等

での問題を引き合いに
出す

64.4% (53.9%)

64.7 % (55.6%)

79.4%

74.1%

課題を解く手順を
児童／生徒が

選択する

45.7 % (38.9%)

40.3 % (24.9%)
53.9 %

46.3 %

批判的に考える
必要がある課題

を提示する

19.5 % (11.6%)

24.2 % (12.6%)
58.1%

61.2 %

＜各指導実践を頻繁に行っている教員の割合＞【教員調査】

TALIS2024
(国際教員指導環境調査)

27.7%

62.0%
79.6%

54.2%
70.7%

49.8%
68.6%

45.0%
65.4%

9.8%(7.4%)

9.2%(7.9%)
19.8%

令和７年10月15日

教師を取り巻く環境整備特別部会（第３回）

参考資料３



課題を踏まえた文部科学省の当面の取組

〇「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善
・主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善など、学習指導要領の趣旨・内容の周知・徹底のため、全国の都道
府県教育委員会等の指導主事を対象とした協議会を実施。
・個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向けた全国の授業づくりの好事例の収集・分析を行い、サポートマ
ガジン「みるみる」として公表。引き続き、事例の普及に取り組む。

○次期学習指導要領に向けた中央教育審議会における検討
・子供たちに育む資質・能力が分かりやすく、日々の授業づくりの中で教師が使いやすい学習指導要領とするため、各
教科等の本質的理解の獲得に重点を置いた一層の構造化等に係る検討を行う。
・一定の要件の下で、各教科等の標準授業時数を各教科等の指導改善に直結する教師の組織的な研究・研修等へ充
てることも可能にすることも含め、柔軟な教育課程編成の在り方について検討を行う。

○質の高い教師の養成
・地域教員希望枠を活用した教員養成大学・学部の機能強化事業等を通じた、教育委員会と大学が連携した教員養成
・強みや専門性を持つ学科等に係る特例や専科指導優先実施教科に対応した小学校教員養成に係る特例の活用促進

○教員採用選考の改革
・各自治体における、多様な経験等を加味した特別な選考の拡充、日程の早期化・複線化等の促進
・第一次選考の共同実施について、令和９年度からの開始を目指し、自治体間で協議中

○研修支援等の充実
・令和６年度より運用を開始した全国教員研修プラットフォーム（Plant）も活用し、研修履歴を活用した対話に基づく研修
の受講奨励により、教職生涯を通じて学び続ける教師の育成を推進
・学校管理職マネジメント力強化推進事業等により、研修を通じた管理職のマネジメント力向上を支援

○外部人材の更なる活用促進
・令和６年度の授与指針改訂等を踏まえ、特別免許状の活用を一層促進

○多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成の加速化に向けた中央教育審議会における検討
・教師人材の質の向上と入職経路の拡幅の観点から、教師の養成・採用・研修について、制度の根本に立ち返って審
議中。令和８年度に取りまとめられる予定の答申を踏まえ、必要な改革を推進

教師を取り巻く環境整備の更なる推進等

現行学習指導要領の着実な実施と次期学習指導要領の検討

教師の資質能力の向上

ICTを活用した教育の推進
○ICTを活用した学習指導の充実
・学校における効果的なICT活用の推進のための優良事例の創出や伴走支援の実施
・教職員のICTを活用した指導力向上に向けた動画などの研修コンテンツの提供

○学校のICT環境の充実
・GIGAスクール構想に基づいて整備された１人１台端末の着実な更新  
・学校におけるネットワークアセスメントの実施やその結果を踏まえたネットワーク環境の改善を推進

○学校における働き方改革の加速化
・改正給特法（令和7年６月成立）に基づき、全ての自治体に働き方改革に関する計画の策定・公表及び総合教育会議
への報告等を義務付け、学校が担う業務の適正化や首長部局、地域住民等との役割分担の見直しを推進
・校務 DX による業務の更なる効率化や部活動ガイドラインに基づく部活動の地域展開を推進     等

○教師の処遇改善
・改正給特法を踏まえた、教職調整額の4％から10％への引き上げや、学級担任への手当の加算 等

○学校の指導・運営体制の充実
・中学校35人学級化（令和８年度から）や、小学校の教科担任制の充実等、学校の指導・運営体制を充実
・教員業務支援員、副校長・教頭マネジメント支援員等の支援スタッフの配置を充実 等

○教師の確保
・「教師不足」について、具体的な不足数や代替者の配置状況等について調査を実施し、現状や原因等を適切に把握
・産休・育休取得教員の代替者が正規教員の場合でも給与費の国庫負担の対象とする制度改正も踏まえ、計画的な正
規教員の採用・配置を促進
・各自治体における現職以外の免許保有者向けの研修等について、教職員支援機構を通じた研修コンテンツの提供や、
質の高い取組に対する支援を実施

○積極的な広報
・文部科学省「教育人材総合支援ポータル」の活用や、民間団体や各自治体における活動への支援等により、上記の
取組を含めた教職の魅力・やりがいについて、積極的な広報を実施


	スライド 1
	スライド 2

